
※１ 圧縮記帳とは、交付金により取得した農業用固定資産の帳簿価額を一定額まで減額し、その減額分を必要経費（損金）に算入することにより、その
年（事業年度）の課税事業所得（所得）を減額する方法です。

※２ 一定の方法で記帳とは、複式簿記による記帳が原則ですが、個人の場合は、現金出納帳、売掛帳、買掛帳等を備え付けて簡易な記帳をするだけでも
特例が受けられます。

農業経営基盤強化準備金制度
経営所得安定対策等の交付金を活用して、計画的に農業経営の基盤強化

（農用地、農業用の建物・機械等の取得）を図る取組を支援します。

注：積立てた翌年（度）から５年を経過した準備金は、順次、総収入金額（益金）に算入され、課税対象となります。ただし、算入された年（度）内に対象固定資産を取得す
れば、必要経費（損金）に算入できます。（H26年に積み立てた準備金は、R2年に５年を経過し、R2年の所得の計算上、総収入金額に算入されます。このため、当
該準備金を必要経費に算入するには、R2年末までに、農業経営改善計画などに基づき、農用地や農業用機械等を取得する必要があります。）

４年目

農用地、農業用の建物・機械等の取得に充て

た、以下の金額の合計額の範囲内で圧縮記帳

① 準備金取崩額

② その年に受領した交付金の額

１ １
２

１年目

： 積み立てた準備金

１

２
３

取り崩す

５

交付金を準備金として積み立てた場合、この

積立額の範囲内で

① 個人は必要経費算入

② 法人は損金算入

（積立てない交付金は、課税対象）

準備金の積立て

４

農業用固定資産の取得

１

２

３

２年目 ３年目 ５年目

交付金を準備金として
積み立てずにそのまま用いる

（例） ３年間積み立てて、４年目に農地等を取得した場合

○ 農業者が、経営所得安定対策等の交付金を農業経営改善計画などに従い、農業経営基

盤強化準備金として積み立てた場合、この積立額を個人は必要経費に、法人は損金に算

入できます。

○ さらに、農業経営改善計画などに従い、積み立てた準備金を取り崩したり、受領し

た交付金をそのまま用いて、農用地、農業用の建物・機械等の固定資産を取得した場合、

圧縮記帳 ※１できます。

特例措置の内容

注）この特例の適用を受けようとする場合には、一定の方法で記帳 ※２し、青色申告により確定

申告（初年は税務署に事前に届出）をする必要があります。

農業経営基盤強化準備金制度の適用を受けるためには、

対象となる金額についての農林水産大臣の証明書が必要

です。証明申請手続については、お気軽に地方農政局等

にお問い合わせください。

農業経営基盤強化準備金 検索

詳しくは、こちらから

https://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/n_seido/ju
nbikin_tetuduki_shiryou.html
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人・農地プランの実質化

次の１から３までの地域の話合いのプロセスを一つ一つステップを踏んで作成された

人・農地プランを「実質化された人・農地プラン」としています。

１ アンケートの実施

２ 現況把握

３ 今後地域の中心となる経営体（中心経営体）への農地の集約化に関する将来方針の作成

（１）人・農地プランの実質化とは？

人・農地プランとは、農業者が話合いに基づき、地域の農業において中心的

な役割を果たすことが見込まれる農業者、当該地域における農業の将来の在り

方などを明確化し、市町村により公表されるものです。

令和２年度末までを、人・農地プランの実質化に向けた取組の集中期間とし

て推進しています。

ゲタ・ナラシ対策の交付対象者となる方は、地域における中心経営体として

期待されますので、地域における中心経営体や農業の将来の在り方についての

話合いに参加し、人・農地プランの実質化を実現しましょう。

１ 推進体制
人・農地プランの実質化は、市町村が農業委員会、ＪＡ、土地改良区、農地バンク等の地域

のコーディネーター役を担う組織と調整の上、推進体制や役割分担を明確にして推進すること

としています。

なお、 (1)の話合いの各プロセスにおいて、人・農地問題解決加速化支援事業（※）による

支援を行っています。

２ 実質化された人・農地プランに関する各種取組への支援措置
まとまった農地を農地バンクに貸し付けた地域等に対し、協力金を交付する「機構集積協力

金のうち地域集積協力金」や、農業者が経営基盤を確立し、更に発展するために必要な農業用

機械・施設の導入を支援する「強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち地域担い手育成

タイプ」など実質化された人・農地プランの区域や中心経営体を対象とする各種支援措置

（※）があります。

（２）人・農地プランの実質化の推進体制等

人・農地プランに関して、ご不明な場合は、地方農政局等の相談窓口にお問い合わせください。

※相談窓口一覧→https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/toiawase.html#hitonouchi

（３）お問合せ先等

対象地区内の耕地面積の少なくとも過半について、農業者（耕作者又は地権者）の年齢と後継者

の有無等をアンケートで確認。

１を地図化し、５年～10年後に後継者がいない農地の面積を「見える化」し、話合いの場で活用。

１、２を基に、農業者、自治体、農業委員会、ＪＡ、土地改良区等の関係者が徹底した話合いを行い、５

年～10年後の農地利用を担う経営体（中心経営体）の在り方を原則集落ごとに決めていく。

（※）令和２年度ＰＲ版→https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/attach/pdf/hito_nouchi_plan-21.pdf）

（※）各種支援措置（人・農地プラン：農林水産省）→https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/hito_nouchi_plan.html）
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全ての農産物を対象に、自然災害による収量減少や価格低下をはじめ、農業者の
経営努力では避けられない様々なリスクによる収入減少を補償します。

青色申告を行っている農業者（個人・法人）
※ 青色申告（簡易な方式を含む）の実績が１年分あれば加入できます。
※ 収入保険と、農業共済、ナラシ対策、野菜価格安定制度などの類似制度は、どちらかを選択して加入します。
※ ゲタ対策につきましては、同時に加入できます。

農業者が自ら生産した農産物の販売収入全体
※ 簡易な加工品（精米、もちなど）は含まれます。
※ 一部の補助金（畑作物の直接支払交付金等の数量払）は含まれます。
※ 肉用牛、肉用子牛、肉豚、鶏卵は、マルキン等の対象なので除きます。

○ 保険期間の収入が基準収入の９割（５年以上の青色申告実績がある場合の補償限度額の

上限）を下回った場合に、下回った額の９割を上限に補てんします。
※  基準収入は、農業者ごとの過去５年間の平均収入（５中５）を基本とし、規模拡大など保険期間の営農計画も考慮

して設定します。
※ 「掛捨ての保険方式」に「掛捨てとならない積立方式」も組み合わせるかどうかは選択できます。補償限度額は基

準収入の９～５割の中から選択できます。
※ 保険方式の支払率は９～５割、積立方式の支払率は９～１割の中から選択できます。

○ 農業者は、保険料、積立金等を支払って加入します。（任意加入）
※ 保険料は掛捨てになります。保険料率は、1.08％（50％の国庫補助後）で、自動車保険と同様に、保険金の受取が

ない方は、保険料率が下がっていきます。
※ 積立金には、75％の国庫補助があります。これは自分のお金であり、補てんに使われない限り、翌年に持ち越され
ます。

※ 税務申告上、保険料及び付加保険料（事務費）は、必要経費（個人）又は損金（法人）に計上します。積立金は、
預け金として取り扱います。

収入保険の概要

自然災害や病虫害、鳥獣害
などで収量が下がった

市場価格が下がった 災害で作付不能になった けがや病気で収穫が
できない

倉庫が浸水して
売り物にならない

取引先が倒産した 盗難や運搬中の事故
にあった

輸出したが為替変動
で大損した

〇 例えば、基準収入1,000万円の方の場合、
保険料7.8万円、積立金22.5万円、
付加保険料（事務費）2.2万円で、

最大810万円の補てんが受けられます。

基本のタイプ

〇 このタイプは、保険期間の

収入がゼロになったときは、

810万円（積立金90万円、保険金720万円）

の補てんが受けられます。

（注）５年以上の青色申告実績がある者の場合

＜基本のタイプの補てん方式＞

100％

収
入
減
少

自己責任部分

保険期間の
収入

保険方式で
補てん

積立方式で
補てん

基準収入

支払率（９割を上限として選択）

基準収入は、過去５年間の平均収入（５中５）を基本に
規模拡大など、保険期間の営農計画も考慮して設定

90％

80％

収入がゼロになっても補てん

令和２年１月からは、
補償の下限を選択するこ
とで、最大約４割安い保
険料で加入することがで
きます。
詳しくは次のページへ！

【加入できる方】

【対象収入】

【補てんの仕組み】
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収入保険について、補償内容、シミュレーション（試算）など詳しい

ことは、最寄りの農業共済組合までお問い合わせください。

【収入保険に関する地域の相談窓口一覧】
http://nosai-zenkokuren.or.jp/consultation.html （全国農業共済組合連合会ホームページ）

収入保険 ＮＯＳＡＩ 検索
※ 収入保険に関する詳しい情報は、全国農業共済

組合連合会（ＮＯＳＡＩ全国連）のホームページ
でご覧になれます。

保険金・特約補てん金の
請求・支払

加入申請

保険料・
積立金・付加
保険料（事務
費）の納付

保険期間

12月末まで

令和元年 令和２年 令和３年

１月～12月
（税の収入の算定期間）

確定申告後（３～６月）

＜加入・支払等手続のスケジュール＞
※ 保険期間が令和２年１月～12月の場合のイメージです。
※ 保険期間は税の収入の算定期間と同じです。法人の保険期間は、事業年度の１年間です。事業年度の開始月によって、

スケジュールが変わります。

※ 保険料・積立金は分割支払も可
（最終の納付期限は保険期間の８月末）

※ 保険期間中に災害等により資金が
必要な場合は、つなぎ融資（無利子）

○ これは、保険期間の収入が基準収入の９割を下回ったときに、

基準収入の70％までの額の９割を上限に補てんを受けるタイプです。

○ 例えば、基準収入が1,000万円の方の場合、
保険料4.4万円、積立金22.5万円、付加保険料1.9万円で、保険期間の収入が700万円になったときは、

最大180万円（積立金90万円、保険金90万円）の補てんが受けられます。

ただし、700万円を下回った分の補てんはありません。

保険料は、基本のタイプに比べて約４割安くなります。

保険料 積立金
付加保険料
（事務費）

補てん金

基本のタイプ 7.8万円 22.5万円 2.2万円 最大810万円

補償の下限70％ 4.4万円 22.5万円 1.9万円 最大180万円

例えば、基準収入の70％を補償の下限として選択した場合

掛金の安いタイプをご紹介します！
補償の下限は、基準収入の50％、60％、70％から選択できます。

※５年以上の青色申告実績がある者の場合

70％

90％

80％

100％

収
入
減
少

自己責任部分

保険期間の
収入

保険方式で
補てん

積立方式で
補てん

基準収入

支払率（９割を上限として選択）

補償対象外

この部分の補てんは
ありません

基準収入の70%までの
収入減少を補てん

＜基本収入の70％を補償の下限とした場合の補てん方式＞

基準収入は、過去５年間の平均収入（５中５）を基本に
規模拡大など、保険期間の営農計画も考慮して設定
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〇農業共済もあります！

農業共済について、詳しいことは、

下記URLから、お近くの農業共済組合までお問い合わせください。

【各地域の農業共済組合(NOSAI)連絡先一覧】
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/contact.html（農林水産省ホームページ）

農作物共済 畑作物共済

対象品目 水稲、陸稲、麦

ばれいしょ、大豆、てん菜、そば
※このほか、小豆、いんげん、さとうきび、茶（一番
茶）、スイートコーン、たまねぎ、かぼちゃ、ホップ、

蚕繭も対象に含みます。

補償対象事故 風水害、干害、冷害、雪害等の自然災害、火災、病虫害及び鳥獣害

補償期間 移植期（直播の場合は発芽期）から収穫期

補償内容

全相殺方式 農業者ごとに、収穫量が９割（そばは８割）を下回った場合

半相殺方式 農業者ごとに、収穫量が８割を下回った場合

地域インデックス方式
（2019年産から）

農業者ごとに、補償対象となる事故が発生した場合であっ
て、統計データによる収穫量が９割を下回った場合

災害収入共済方式
農業者ごとに、収穫量が減少した場合であって、生産金額
が９割を下回った場合

一筆方式
（2021年産までで廃止）

ほ場ごとに、収穫量が７割を下回った場合

主なメニュー（以下のメニューから、農業者が選択できます。）

経営所得安定対策等の対象作物について、自然災害リスクをカバーしたい方には、農作物共
済と畑作物共済があります。

・水稲、陸稲及び麦においては、加入者の選択により、ほ場ごとに一定以上の被害が見込まれる場合
に共済金を受け取れる特約を追加することができます。（一筆半損特例）

・危険段階別共済掛金率により、掛金は農業者ごとの共済金の受取実績に応じて決定され、共済金の
受取りが少ない農業者の掛金は段階的に下がっていきます。

水稲
（全相殺方式）

麦
（災害収入共済方式）

大豆
（全相殺方式）

農業者が支払う共済掛金 573円 1,865円 1,731円

収穫量が50％減少した
場合に支払われる共済金

3. 6万円 2. 3万円 1. 9万円

収穫量が皆無になった
場合に支払われる共済金

8. 1万円 5. 3万円 4. 3万円

〇試算例(10a当たり)

※掛金の原則50％（大豆は55％）を国が補助します。上記「農業者が支払う共済掛金」は、国が補助した後の農業者の実負担額です。

※品目ごとに選択できるメニューが異なります。

〇収穫後の自然災害等への備えとして！
令和元年度は台風・大雨による災害で、収穫後に倉庫に保管していた農産物が浸水し、大きな被害が

生じました。こうした被災に備えて以下のような保険に加入することが重要です。

収入を補償・・・収入保険（詳細は35，36ページ）
財産を補償・・・農業共済組合の建物共済（収容農産物補償特約）、民間保険会社の事業者向けの火災保険等

※ このほか、果樹共済、家畜共済、園芸施設共済があります。
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生産者や集荷業者・団体が、需要に応じて、どのような米をいくら生産・販売するかなどを

自ら決められるようにすることで、経営の自由度の拡大を目指します。

需要に応じた生産・販売

○ 平成30年産から、行政による生産数量目標の配分を廃止し、生産者自らの経営判断
により需要に応じた生産・販売が行われるようにしました。

○ 農林水産省としては、

① 地域の水田において作付方針の検討を行うといった、重要な役割を担う農業再生
協議会に対し、必要な支援を行うとともに、

② 水田活用の直接支払交付金による麦、大豆、飼料用米等の戦略作物や収益性の高
い野菜、果樹等への支援を通じて水田フル活用を推進するほか、

③ 需給見通しや価格動向等についての一層きめ細かな情報提供や事前契約等の安定
取引の拡大に向けた働きかけを行う

など、需要に応じた生産に安心して取り組めるよう努めてまいります。

米政策の基本的な考え方

○ 令和２/３年の需給見通しについて、令和２年産の主食用米等生産量は
708～717万トンと設定されました。

全国の需給見通し

米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針（令和元年11月20日公表）

注：相対取引価格は、当該年産の出回りから翌年10月（30年産は元
年８月、元年産は元年11月）までの通年平均価格（30年産及び元
年産は速報値）であり、運賃、包装代、消費税相当額が含まれて
いる。

【参考】
相対取引価格と民間在庫量の推移
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（円/60kg）

民間在庫量
（各年6月末）

相対取引価格
（全銘柄平均）

（単位：万トン）

 令和元年６月末民間在庫量 A 

 令和元年産主食用米等生産量 B 

 令和元/２年主食用米等供給量計 C=A+B 

 令和元/２年主食用米等需要量 D 

 令和２年６月末民間在庫量 E=C-D 

令
和
元
／
２
年

189

727

916

727

189

（10/15現在予想収穫量）

令和元/２年及び令和２/３年の
主食用米等の需給見通し

（確定値）

 令和２年６月末民間在庫量 E 

 令和２年産主食用米等生産量 F 708 ～ 717

 令和２/３年主食用米等供給量計 G=E+F 897 ～ 906

 令和２/３年主食用米等需要量 H 

 令和３年６月末民間在庫量 I=G-H 180 ～ 189

令
和
２
／
３
年

189

717
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きめ細かな情報提供

需給・価格情報等に関する一層きめ細かな情報提供

○ 各産地において、翌年産の主食用米等の作付を的確に判断できるよう、
需給・価格、販売進捗・在庫情報等を取りまとめた「米に関するマンスリー
レポート」を毎月上旬に発行。

「米に関するマンスリーレポート」
目次

■ 特集記事

Ⅰ 米の需給・契約・販売

Ⅱ 米の在庫情報

Ⅲ 米の価格情報

Ⅳ 主食用米以外

Ⅴ 支援事業等

Ⅵ 消費動向

Ⅶ 輸入米の動向

Ⅷ その他

掲載例

事前契約の取組の推進

○ 主食用米の需要は毎年10万トン程度減少すると見込まれる中、米の需給及び
価格の安定を図っていくための効果的な手段として、あらかじめ販売先や販売
数量の見通しが立てられる事前契約の取組をさらに推進。
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（万トン）

最近は▲10万㌧／年程度

（年）

【参考】主食用米の需要量の推移

83.3

55.8

生産年

1月末 2月末 3月末 4月末 5月末 6月末 7月末 8月末 9月末 10月末

139.1

複数年契約

単年契約（播種前・収穫前）
（万トン）

○ 相対取引価格・数量

全国118産地品種銘柄の相対取引価格・数量を調査・公表

価格 数量 元年産米 30年産米

産地 品種銘柄 元年産米 元年産米 出回り～ 出回り～

(元年10月） (元年10月） 対前月比 対前年比 対前月比 対前年比 元年10月 元年8月

① ② ③ ①/③ ④ ①/④ ⑤ ②/⑤ ⑥ ②/⑥ ⑦ ⑧ ⑦/⑧

北海道 ななつぼし 15,790 22,648 15,948 99% 16,003 99% 5,567 407% 39,421 57% 15,821 16,000 99%

北海道 ゆめぴりか 17,094 12,229 17,115 100% 16,976 101% 3,349 365% 4,625 264% 17,099 16,263 105%

北海道 きらら３９７ 15,419 6,497 14,891 104% 15,550 99% 157 4138% 10,652 61% 15,407 15,540 99%

30年産米
(30年10月)

年産平均価格

対前年比

参　考

価格 数量

元年産米
（元年9月)

30年産米
(30年10月)

元年産米
（元年9月)

30 16

54
76 85

0%

10%

20%

30%

40%

26年産 27年産 28年産 29年産 30年産

102

137
126

117

うち複数年契約

（万トン）
事前契約数量

143

【参考】事前契約数量の推移（年産別）

【参考】事前契約数量の推移（月別、令和元年産）←マンスリーレポートH31.3月号から公表

禁煙

近年は▲８万㌧／年程度
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・ JA等の集荷業者(売渡人)から国に対する備蓄米の農業者別引渡数量の報告を廃止※。

※ 地域農業再生協議会別の備蓄米の取組面積を把握する必要があることから、地域農業再生協議会別の
備蓄米引渡予定数量のみ報告が必要。

○ 備蓄米は、不作により供給が減少する事態等に備えて蓄えておく、国民にとって重要な
役割のあるお米です。

○ 令和２年産において買入予定数量（約21万トン）を確保するため、元年産に引き続き
以下の運用を行います。

① 優先枠の拡大

・ 入札における産地ごとの優先枠※を大幅に拡大。

・ 産地は元年産の落札実績を２年産から４年産まで優先枠として維持。

※「優先枠」とは、各都道府県別に入札枠を設け、他産地と競合することなく優先的に入札できるようにする
仕組み。このため、産地では備蓄米の安定的な取組が可能。

・ 収穫後、速やかな国への引渡しが可能※。

産地での保管管理経費などが軽減され、国からの保管料も産地の倉庫などに早期の支払が可能。

※ 令和２年９月から引渡しが可能。

② 国への引渡開始時期の早期化

③ 農業者別結び付け要件（農業者別引渡数量報告）の廃止

米穀周年供給・需要拡大支援事業で産地の自主的な取組を支援

○ 需要に応じた生産が行われたとしても、豊作等により需給緩和が生じる可能性があること
から、産地ごとにあらかじめ生産者等が積立てを行った上で、自主的に長期計画的な販売
や輸出など他用途への販売を行う場合に支援する米穀周年供給・需要拡大支援事業を措
置しています。

○ また、業務用米及び輸出用米への安定取引の拡大に向けて、産地と中食・外食の実需
者等とのマッチングを推進しています。

産地

生産者等

積
立
て 国拠出

拠出

拠出

集荷業者・団体
主食用米の
① 周年安定供給のための長期

計画的な販売
② 輸出向けの販売促進等
③ 業務用向け等の販売促進等
④ 非主食用への販売

産地自らの自主的な取組

（※） 値引きや価格差補てんのための費
用は支援の対象外。

定額、

1/2以内
（※）

全国事業

産地と中食・外食事業者等との安定取引に向けたマッチングの取組を支援（定額）
民間団体が行う業務用米及び輸出用米の生産・流通の拡大に向けたセミナー、
展示商談会を支援
→生産者と実需者の連携（マッチング）促進による安定供給の拡大

生産者等

生産者等

令和２年産備蓄米の確保に向けた取組

④ 備蓄米もナラシ対策の対象

・ 産地からの要望に応じ、令和２年産から主食用米と同様に備蓄米もナラシ対策の対象。
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戦略的輸出事業者

戦略的輸出事業者 輸出目標 重点国・地域

㈱神明
30,000

トン
香港、中国

木徳神糧㈱
30,000

トン
中国、台湾、ﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑ等

ＪＡ全農
20,000

トン
中国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、他ｱｼﾞｱ、
中東、EU、米国等

㈱Wakka Japan 15,000
トン

香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、台湾、ﾊﾜｲ、
米国本土、ﾀｲ、中国

全農パールライス㈱
10,000

トン
中国、台湾、ﾖｰﾛｯﾊﾟ、米国、
香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾀｲ、ﾛｼｱ等

○ 主な戦略的輸出事業者（輸出目標（令和元年）上位5事業者を抜粋）

※ 輸出事業者の目標の積み上げであり、重複して計上される場合もある。

７０事業者（目標数量合計 １４万トン※）

戦略的輸出基地（産地）
(1)団体・法人 ２５０産地
(2)都道府県単位の集荷団体等

２１団体 （ＪＡ全農県本部、経済連）
（(1)以外の産地も含めた取組を推進する都道府県単位の団体等）

(3)全国単位の集荷団体等 １団体 （ＪＡ全農）
（(1)、(2)以外の産地も含めた取組を推進する全国単位の団体等）

都道府県 戦略的輸出基地

新潟県
ＪＡグループ新潟

米輸出推進協議会

宮城県 ＪＡみやぎ登米

富山県 ＪＡみな穂

岩手県 ＪＡ岩手ふるさと

秋田県 JA秋田おばこ

都道府県 戦略的輸出基地

新潟県 株式会社新潟農商

新潟県 新・新潟米ネットワーク

茨城県
茨城県産

米輸出推進協議会

山形県 (株)庄内こめ工房

北海道 (株)ショクレン北海道

【JA】 【その他団体・法人等】

【コメ海外市場拡大戦略プロジェクト参加状況（令和元年度11月29日時点）】

コメ海外市場拡大戦略プロジェクトでコメ輸出拡大を目指します！

平成29年９月、「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」を立ち上げ、コメの輸出量を飛躍的に拡
大するため、戦略的に輸出に取り組む関係者を特定し、それらが連携した具体的な取組を強力
に後押しします。

（１）戦略的輸出事業者

（２）戦略的輸出基地（産地） （３）戦略的輸出ターゲット国

コメ輸出の飛躍的拡大

産地と事業者の
結びつきの強化・拡大

連携したプロモーション等
の実施

コメの需要量が毎年約10万トン減少していく中で、水田フル活用を通じて将来に向けてマー
ケットを切り拓いていくためには、海外市場に積極的に進出し、輸出を拡大していくことが喫緊
の課題です。コメの輸出量は、2014年：4,516トンに対し、2018年：13,794トンと５年間で約３倍
に増加しています。

２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年
２０１９年

（１月～1１月）
数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額

輸出合計
トン 百万円 トン 百万円 トン 百万円 トン 百万円 トン 百万円 トン 百万円

4,516 1,428 7,640 2,234 9,986 2,709 11,841 3,198 13,794 3,756 15,432 4,078
(+45%) (+39%) (+69%) (+56%) (+31%) (+21%) (+19%) (+18%) (+16%) (+17%) (+26%) (+22%)

香港 1,744 497 2,519 659 3,342 842 4,128 1,016 4,690 1,160 4,908 1,234
(+44%) (+32%) (+44%) (+33%) (+33%) (+28%) (+24%) (+21%) (+14%) (+14%) (+15%) (+17%)

シンガポール 1,295 371 1,850 463 2,350 539 2,861 642 3,161 694 3,445 708
(+35%) (+24%) (+43%) (+25%) (+27%) (+16%) (+22%) (+19%) (+10%) (+8%) (+23%) (+15%)

アメリカ 81 37 322 103 812 236 986 320 1,282 404 1,781 487
(-11%) (+3%) (+298%) (+176%) (+152%) (+129%) (+21%) (+36%) (+30%) (+26%) (+54%) (+32%)

台湾 407 155 753 268 910 321 943 350 1,173 394 1,093 358
(+142%) (+110%) (+85%) (+73%) (+21%) (+20%) (+4%) (+9%) (+24%) (+12%) (+13%) (+9%)

中国 157 76 568 291 375 163 298 97 524 211 800 285
(+241%) (+300%) (+262%) (+282%) (-34%) (-44%) (-21%) (-40%) (+76%) (+117%) (+87%) (+69%)

【商業用米の輸出実績の推移（上位５か国）】

（参考）
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経営所得安定対策等の申請手続は紙媒体で行われていますが、申請者の申請に係る負担や地域

農業再生協議会のデータ入力等に係る負担軽減、集計データの利活用等を目的として、経営所得安

定対策等を含む各種手続を電子申請で行うことを可能にする「農林水産省共通申請サービス」の整

備を進めています。

生産者が自宅のパソコン・スマートフォン等から、経営所得安定対策等の申請手続が出

来るようにシステム整備を進めていきます。

2019年度 2020年度 2021年度以降

特定の地域で実証
（2020年度の申請より）

一部地域で試行的運用
対象地域を
順次拡大

2019年度から特定の地域において、共通申請サービスを実際に用い、電子申請の実証を行
います。2020年度からは、範囲を拡大して試行的に共通申請サービスの運用を行い、2021
年度以降は、本格的に運用を開始し、順次対象地域を拡大します。

※共通申請サービスが開始されても紙での申請は可能です。

■手書きによる書類作成

■申請書類や添付書類提出のための外出

期待される効果（以下の作業が省力化・削減されます）

農業者（申請者）

■申請書の配布・回収・データ入力等

■現地確認によるデータ再入力

■データの集計・報告

地域農業再生協議会

実証

■共通申請サービスを利用し、農業者が実

際に電子申請を行う

■実証により得られた意見等を踏まえて、

より使いやすいシステムを構築する。

■実証段階より対象範囲を拡大して、申請

者が共通申請サービスを利用する。

■随時、電子申請可能な地域農業再生協議

会を拡大する。

試行（2020年度）
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共通申請サービスで電子申請を希望する皆様へ

経営所得安定対策等の申請をご自宅のパソコンやスマートフォン等

で行うために、以下の手順に沿ってIDを登録いただく必要があります。

この共通申請サービスは、2021年度以降、本格運用が開始されます。

共通申請サービスの利用を希望される場合は、最寄りの地域農業再

生協議会が共通申請サービスに対応しているかをご確認ください。

①はじめに

共通申請サービスに
アクセスするために、
まずはｇBizIDを登録し
ます。以下のサイトに
アクセスし、必要事項
を記入の上、ｇBizIDを
登録してください。

②つぎに

ｇBizIDを用いて
共通申請サービス
へアクセスします。
必要事項を記入の
うえ、共通申請サー
ビスで利用する申請
者用のIDを登録して
ください。

③さいごに

共通申請サービス
へのID登録を行った
後、身分証明書を
もって、最寄りの地
域農業再生協議会
にお越しください。本
人確認が終了次第、
共通申請サービス
の利用が可能となり
ます。

必要なものチェックリスト

☑パソコンやスマートフォン、タブレット

等インターネットに接続できる端末

☑インターネット環境

☑身分証明書

ＧBizIDホームページ
https://gbiz-id.go.jp/top

共通申請サービス
https://e.maff.go.jp/

こんな農業者におすすめ！

●何枚も申請書を書くのが面倒。
●申請書を提出しに外出するの

が面倒。
●申請データを営農ソフトに

活用できないか。

電子申請で解決！
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※ 経営所得安定対策に関する詳しい情報は、ホームページでご覧になれます。 経営所得安定対策

■本パンフレットや経営所得安定対策に関するお問い合わせは上記のほか、
農林水産省政策統括官付 経営安定対策室 (Tel:03-6744-0502）へ

ご注意：携帯電話、ＰＨＳ、公衆電話及びＩＰ電話など一部の電話では
ご利用いただくことができません。また、非通知設定のお電話
からはお繋ぎできませんので、お手数ですが番号の前に「１８６」
を押してお掛けください。

左記以外にも、最寄りの地方農政局等（問い合わせ先一覧のとお
り）、地域農業再生協議会（市町村、ＪＡ等）までお気軽にご連
絡ください。

受付時間：平日9:00～17:00 自動的にお住まいの地方農政局等に繋がります。

０１２０－３８－３７８６
サア ミナハイローフリーダイヤル

検索

お気軽に、無料電話相談

農政局等 問い合わせ先 連絡先（電話番号） 農政局等 問い合わせ先 連絡先（電話番号）

北
海
道
農
政
事
務
所

札幌地域拠点地方参事官室 011-330-8822 東
海
農
政
局

岐阜県拠点地方参事官室 058-271-4407

函館地域拠点地方参事官室 0138-38-9007 愛知県拠点地方参事官室 052-763-4552

旭川地域拠点地方参事官室 0166-30-9303 三重県拠点地方参事官室 059-228-3199

釧路地域拠点地方参事官室 0154-99-9047

近
畿
農
政
局

滋賀県拠点地方参事官室 077-522-4274

帯広地域拠点地方参事官室 0155-24-2402 京都府拠点地方参事官室 075-414-9084

北見地域拠点地方参事官室 0157-23-4172 大阪府拠点地方参事官室 06-6941-9657

東
北
農
政
局

青森県拠点地方参事官室 017-777-3512 兵庫県拠点地方参事官室 078-331-9951

岩手県拠点地方参事官室 019-624-1129 奈良県拠点地方参事官室 0742-36-2981

宮城県拠点地方参事官室 022-221-1105 和歌山県拠点地方参事官室 073-436-3832

秋田県拠点地方参事官室 018-862-5720

中
国
四
国
農
政
局

鳥取県拠点地方参事官室 0857-22-3256

山形県拠点地方参事官室 023-622-7247 島根県拠点地方参事官室 0852-25-4490

福島県拠点地方参事官室 024-534-4157 岡山県拠点地方参事官室 086-233-1577

福島県拠点いわき駐在所 0246-23-8517 広島県拠点地方参事官室 082-228-9483

関
東
農
政
局

茨城県拠点地方参事官室 029-221-2186 山口県拠点地方参事官室 083-922-5255

栃木県拠点地方参事官室 028-633-3315 徳島県拠点地方参事官室 088-622-6132

群馬県拠点地方参事官室 027-221-2685 香川県拠点地方参事官室 087-883-6503

埼玉県拠点地方参事官室 048-740-5866 愛媛県拠点地方参事官室 089-932-6989

千葉県拠点地方参事官室 043-224-5617 高知県拠点地方参事官室 088-875-2151

東京都拠点地方参事官室 03-5144-5258

九
州
農
政
局

福岡県拠点地方参事官室 092-261-2174

神奈川県拠点地方参事官室 045-211-7176 佐賀県拠点地方参事官室 0952-23-3136

山梨県拠点地方参事官室 055-254-6016 長崎県拠点地方参事官室 095-845-7123

長野県拠点地方参事官室 026-234-5575 熊本県拠点地方参事官室 096-211-9336

静岡県拠点地方参事官室 054-200-5500 大分県拠点地方参事官室 097-532-6134

北
陸
農
政
局

新潟県拠点地方参事官室 025-228-5290 宮崎県拠点地方参事官室 0985-22-3184

富山県拠点地方参事官室 076-441-9307 鹿児島県拠点地方参事官室 099-222-7591

石川県拠点地方参事官室 076-203-9140 沖縄総合事務局農林水産部経営課 098-866-1628

福井県拠点地方参事官室 0776-30-1619

問い合わせ先一覧（地方農政局等）
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